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公開ヒアリング アンケート結果 

 

 各会場のアンケートの回収率は以下の通り。 

 回収率（％） 

東京 82% 

名古屋 93% 

札幌 80% 

仙台 86% 

大阪 93% 

福岡 93% 

 

（１）参加者の属性 

 参加者の属性については、図に示すとおりであり、３０代から５０代の参加者が多い。

また、参加者の約６４％が会社員又は経営者であるほか、地方公共団体、ＮＰＯ、学生の

方にもご参加いただいた。 

 

年代

10代
1%

20代
8%

30代
21%

40代
28%

50代
30%

60代以上
12%

性別

男
88%

女
12%

職業

学生
4%

研究職
5%

会社員
54%

経営者
10%

ＮＰＯ
8%

国・地方公共団
体
19%
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（２）国内排出量取引制度の導入に対する意見 

 

国内排出量取引制度の導入について、どのような考えを持っているか聞いた結果に

ついては、図に示される通りである（Ｑ３）。③炭素への価格付けを通じ、費用対効

果の高い対策技術の導入等のインセンティブが働く、⑥国際枠組みが公平でない場合、

他国の企業との間の国際競争が不利になる、⑦規制の緩い国に生産が移転することに

より、炭素リーケージが生じるおそれがある、⑨過去の実績に応じた排出枠の割当を

行う場合、過去の努力を反映した公平な割当を行うことが難しいといった選択肢に対

し同意するというご意見が多かった。一方で、⑧企業の活動量に対して枠をはめ民間

の自由な活動を阻害することとなり、経済統制的な制度となるという選択肢に同意す

るというご意見は比較的少なかった。 

 

① 確実に温室効果ガス排出量を削減できる。(116) 

② 温室効果ガスの排出削減に要する社会全体のコストを低減することができる。(143) 

③ 炭素への価格付けを通じ、費用対効果の高い対策技術の導入等のインセンティブが働く。

(287) 

④ 長期間にわたる適切な目標設定により温室効果ガスの排出を削減する技術開発が進む。

（217） 

⑤ 排出量取引により、個別企業の排出削減目標達成の手段が多様化する。（248） 

⑥ 国際枠組みが公平でない場合、他国の企業との間の国際競争が不利になる。（284） 

⑦ 規制の緩い国に生産が移転することにより、炭素リーケージが生じるおそれがある。

（279） 

⑧ 企業の活動量に対して枠をはめ民間の自由な活動を阻害することになり、経済統制的な

制度となる。（103） 

⑨ 過去の実績に応じた排出枠の割当を行う場合、過去の努力を反映した公平な割当を行う

ことが難しい。(276) 

⑩ 短期的な目標達成のため京都クレジットを購入することとなり、技術開発に回すべき資

金が失われるおそれがある。（133） 

⑪ その他（71）        
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＜Ｑ３のその他として書かれたものは以下の通り。＞ 

1) 前向きな評価 

・ マーケットで得た収益を環境問題に使って欲しい。流動性を担保し、健全なマ

ーケットを国際的に作って欲しい。いつも日本は後手になるので、環境で世界

をリードして欲しい。 

・ 本格的な試験運用を早く開始しないと、欧米中心に C7 の枠組みを作られてしま

い、日本は不利益を講じることになる。 

・ 現在、何の規制的措置のない状況では、2013 年以降に求められる大幅削減に対

応できない。一刻も早く導入し、低炭素社会に向けた社会経済構造変革、革新

的技術開発促進を起こすべきである。 

・ 国民 1 人 1 人にまで波及する制度になれば、大幅な CO2 削減につながるし、啓

発活動的な意味合いともなるのではないか。 

・ どのような型であれ早く決めて実行すべきだ。時間がかかればその分取組みに

くくなる。行いながら問題を修正していくべきと思う。 

・ 中小企業がどう関わられるのか、すっきりすれば効果があるのではないか。 

・ 適切な取引が行われれば温室効果ガス削減ができる。 

・ 環境もコストであると認識させる良い機会となる。 

 

2) 制度設計上の懸念 

・ キャップの掛け方によっては官制不況のおそれもある。 

・ 排出枠の設定に不公平をどうしても生じてしまう 

・ 各国にキャップが出来てから、排出量取引が生じる。全ての国がキャップをも

てるだろうか？又それは公平なのか？ 

・ キャップの割当問題に対する明確な共通認識が必要。 

・ キャップの割当における平等さの担保が難しいと思う。 

・ 様々な可能性はあるが、正しい理解と公平なキャップは不可能では？ 

・ 人為的な割当による公平性確保は不可能。無駄な行政コストを発生させるだけ。

取引市場も金融によるかく乱は必ずあり、実体経済活動を妨げる。むしろ環境

税の方がシンプルで効果的ではないか。 

・ 補足率を上げることが重要。大企業だけ規制しても無理。 

・ 公平性を最重視して制度導入をお願いする。 

・ 企業活動量の増加に伴う排出量の増加に対する配慮が少なく思われる。 

・ そもそも、買い上げるに足る枠を確保できる算段はあるのでしょうか？ 

・ 温室効果ガスを減らした企業が少なかった場合、取引が成立しないということ

が起きるのではないでしょうか？ 

・ ベンチマーク/個 生産 － 基準ベンチマーク/個 生産 のみを取引すべき

と考える。 

・ 仕組みが複雑になり、事務的な手続きや、それに伴うコストが増える。 

・ 原単位の査定などどう公平にできるのか不明である。 

・ モニタリング手法が甘ければ結局、効果が得られないのではないか。 

・ 偽造が蔓延する。しっかりとしたバックチェックの機能が大切。再生紙の偽造

と同じ。正直者がバカを見る制度はダメ。 
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・ 確かに面白い制度だと思うが、そもそも CO2 の排出量を精確にカウントできる

のか。後から取引によりプラスマイナスゼロにすることでは、総量を下げるこ

とにつながるのか若干の疑問がある。やはり、民事罰的なものが必要ではない

か。 

・ CO2 以外のガスも導入を考慮すべきと考える。 

・ 排出量改善を一定以上実行できた事業者の制度活用可能とすべき。 

・ 自治体レベルの取組みにならなければ市民レベルに普及しないのではないか。 

 

3) 投機など取引に対する懸念 

・ 海外から資金投資されるような仕組みを希望。 

・ 投機筋によるマネーゲームになる危険性はないのか。（国際商品協定の 1つ、す

ず協定は緩衝在庫制度を持っていたが投機筋による市場操作により破綻してい

る） 

・ マネーゲーム的な扱いとなり、クレジットが不良債権化する恐れがある。 

・ 完全に金融商品化すると資金の技術開発、環境ビジネスに投資される保証のな

いまま、意図しない形で、単なる投資金源として利用される懸念がある。 

・ ファンドの介入を防ぐべきだ。 

・ 排出量取引が、マネーゲームにならないような工夫が必要。 

・ カーボン・クレジット購入分が商品高騰につながるインフレを引き起こす可能

性あり。 

・ 排出量取引制度は、マーケット取引であるからマーケット取引に関する参加者

の知識や能力により損得が生じる。CO2 削減努力とは関係のない売買参加者がマ

ーケットに参加する制度ならば、それは投機を生むのではないかと疑問が生じ

た。低量規制を絶対達成するなら罰則的課税をする方がわかりやすくないか。 

・ 投機マネーのターゲットになる可能性が高い。 

・ 単純に金銭で購入すると考えてしまうと積極的にガス排出量削減となるか疑問

有。企業に負担がかかり、倒産等深刻な問題の恐れがある。取引金額の基準、

競争になった際の公平な取引の問題があるのでは？ 

・ 有効性は認めるが少なくとも日本ではお金（取引）は最後の手段となるように

すべき 

・ マネーゲームになる。国民の意識が安易な排出購入に反対する同調になればよ

いが、巨大資本が購入するだけになってしまうと思う。 

 

4) 海外クレジットに関する懸念 

・ 単に購入することは、資金の無駄だと思う。(例:ハンガリー）国の約束が達成

できなくても仕方がない。 

・ 国民の理解が必要。買うというと反対される。 

①技術開発と実用化活動が全てである。（世界の国々や人々に動機付けをして

もらう(自発性)―机上の商的な取引に没頭すべきではない)②雇用も含めて、国全

体のリーダーシップやクビをかけた責任者がおることがポイントとなる。生活ス

タイルや社会システムは整備を強めることだ。③「あるだけでよい」（割り切った

生活スタイル確立）⇔「欲しがらない」（見かけだけの GDP 増大を阻止すること)  
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・ 日本は削減余地が少ないため結局ほとんど海外クレジットを買うことになる。 

・ ＥＵやロシアに何兆円も支払うよりも、国内インセンティブを望む。 

・ 国内技術の海外移転によりエネルギー効率の日本の優位性が低下し国際競争が

将来的に低下するのではないか。 

・ 当面はホットエアに注意しながら海外ものを買うことに力点を置かざるを得な

いのでは。やるならオプション４。ただし家庭はどうする？ 

 

5) その他の懸念 

・ トップランナー制度然り、企業の技術開発を促進する支援をお願いしたい。 

・ 反対。「税制｣と「規制｣で対応すべきである。公平な制度が官僚に作れるわけが

ない。 

・ 欧州のように炭素税もあわせて導入すべきでないか。 

・ 消費量に応じての負担なら税という形式で等しく負担する方がわかりやすい。 

・ 国内排出量取引制度だけでなく、日本の食糧政策もあわせてトータルに考えて

いかねばならないはず。 

・ 人口減少、高齢化、国の借入金の増大など国の抱える諸問題を解決するために

も、日本の国富の維持、増大が重要、それを損ねる制度であってはならないと

思う。ＧＤＰが落ちてしまえば排出量は減るが、それではどうしようもない。

又 2050 年に６０－８０％削減にはつながらない。日本は技術開発、技術で世界

を引っ張ることこそ必要であると思う。 

・ 排出量取引よりも対策技術開発が必要。 

・ 2050 年削減７０％（今から４０年後）の設定（長期目標）からバックキャステ

ィングして１０年後、２０年後の中期目標の設定を行い、現状把握の上で中期

目標達成に向けて必要な取組みを実行すべき。つまり、机上の空論より現状か

らの改善方策を推進すべきだ。一般向けに平易な解説書や広報活動が必要。 

・ 省エネが進んでいる日本はもう少し主張し、国量のバランスをとるべき。 

・ 一つのパイの取り合いで総量が減るかどうか疑問。制度のみで論じても無意味。

社会状況との組み合わせで論じるべき。 

・ ＥＵ、米国制度の説明よりも、日本の環境省は何をしたいのか。世界を驚かす

システムを考案せよ。 

・ 気候を向いているのか、人類を向いているのか。国民を向いているのか。正し

いかどうかもわからない。 

・ 一時的には仕方が無いが、根本的な削減を早期（洞爺湖サミット前）に決めな

ければ数字合わせとなる。→「猿の惑星となる」 

・ 国民生活の中で、地域性を検討願いたい。地方は公共のアクセスや物流面で不

利。森林資源に対する価値を高め、中央から地方へのお金の流れをつくってほ

しい。 

・ 削減するには林業と工業との関係などについての説明が欲しい。林業管理がど

うなっているのか等でこの制度の導入を考えてほしい。 

・ 仕組みの話ばかりで CO2 を減らす本来の目的が見えてない感じがした。 

・ 本当に上手く機能するかどうか疑念がある。 

・ 基準をどう考えるかだと思う。 
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・ 選択肢がわからない。 

・ 環境改善に効果があるのかいまいちわからない。 

・ まだ手法が決まってないのでなんとも言えない。 

・ 消費者も感じられるものでなければならないと思う。 

 

（３）オプションに対する意見 

仮に日本において国内排出量取引制度を導入する場合、「国内排出量取引制度のあ

り方」（中間まとめ）で提示されたオプションのうち、最もふさわしいのはどのオプ

ションだと思うか聞いたところ、オプション１が８％、オプション２が１０％、オプ

ション３が１７％、オプション４が３８％となった（Ｑ４）。 

オプション１（川上割
当）
8%

オプション２（川下割
当【電力最終消費

者】）
10%

オプション３（川下割
当【電力会社】）

17%

オプション４（川下割
当【原単位・活動量責

任分担型】）
38%

その他（オプションの
組合せ等）（オプション
＆オプション）(別紙)

6%

わからない
21%

 

＜Ｑ４の自由記述で書かれたご意見は以下の通り。＞ 

1) オプションに対する意見 

（a）オプション１ 

・ 少なくともオプション１はありえない。 

・ オプション３＆１化石燃料販売業者にも割当てるべきと思う。 

・ 川上割当で行政が責任を持って行う。その際まとめ役の資格、氏名を提示する。

集団でやった場合責任がなくなる。 

・ 川上割当で全体に公平に負担すべき 

・ オプション１でも価格転化は生じないのか。 

・ 川上の企業に先行もしくは試験導入してもらいたい。 

・ オプション１は今回初めて知ったが、もしかするとこうした考え方の方が公平

性が担保されるのかなと思った。 

・ オプション１だと参加者意識が低くはなるが、価格が上昇するので、コスト意

識で、使用量が減り、排出削減はできると思う。ただ、経済発展も加味すると、

オプション４もありでは。 

・ 受益者負担原則、排出者責任からみると 1が理想的（全員負担）。 
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（b）オプション２ 

・ 日本の企業等に割り当てても国民一人一人の認識がなければ最終的排出量の削

減および制度のあり方を理解されないと思う。よって川下割当のオプション２

を選んだ。 

・ 家庭の CO2 排出量削減が急務であり、各自が家庭で自主的に今出来る事を積み

上げるオプション２がふさわしいと思う。 

・ 完璧の確立は難しいと思うが、個人が排出量を減らすような啓発的な目的も必

要であるため、オプション２が良いと思う。 

 

（c）オプション３ 

・ どれなら大丈夫というのがまだわからないが、強いていえば３か４と思う。（そ

れ以上に環境税の方が効果的効率的ではないか） 

・ オプション３は電力の安易な価格転嫁が政争に使われそう。それは家庭での削

減インセンティブにすぐにはつながらないのではないか。むしろ、消費行動の

不活化となってよくないのではないか。 

 

（d）オプション４、原単位 

・ 「オプション 4」には大反対。受益者負担を原則にすべき。「儲けは私のもの、

ＧＨＧ消滅はみんなで負担。」こんなこと環境省は許しますか？ 

・ オプション 4 は取り組みやすいが、確実に目標が達成できるのかが良くわから

ない。 

・ 実効性を考慮すると、オプション４が現実的で、運用しやすい（特に企業は）。

但し、消費税を導入時と同様に、３割が対象外になるとすると、不公平感が生

まれる。その点、公平性を考えると、オプション１も良いかも知れない。 

・ 交渉上、オプション４がでてきたのは仕方ない＋非常に頭脳的だと思った。排

出量管理をしっかり考えてほしい。 

・ オプション４もいいと思うが仕組みが複雑。 

・ 全体的に分かりにくいが、オプション４が妥当かと思う。 

・ オプション４は、管理コストが大きすぎる。企業活動は原単位で動くほど簡単

なものではない。制度として簡明なものでないと失敗する。 

・ ①.地域の経済がオプション４では地域経済の沈下が促進する。但し、スキーム

とはオプション１又は４の組み合わせ。②.地域の活性化のため、森林や農業作

物に対する CO2 取引のカウントをして欲しい。 

・ オプション４はキャップ評価の仕方か。オプション１～３と同列か。 

・ 直接排出を対称にするべき。総量削減が大原則。オプション 4は問題外。 

・ 原単位で決める場合、商品、部品等、製品の価値単位をどの様に評価するのか。 

・ 原単位の考え方が省エネをしてきた日本には最適とも思えるが、原単位の基準

を統一する必要がある。同じ事務所で異なる製品を作っている場合は原単位を

どうするか。複数にするのか。難しいと思う。 

・ 原単位を決める難しさがある。全く同じものを製造するケースはまれと考える。 

・ 原単位の精度を高めていくことが重要。 
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・ 原単位については生産活動が増加すると成り行きで原単位が下がり、一見省エ

ネが進んだかに見えるので適正な評価、ルール作りが必要だと思う。 

・ 活動量を効率化することにより CO2 低下が見込め、排出量取引市場も活性化さ

れる。 

・ 企業規模別の原単位設定が必要でないか。 

・ 排出量なく「原単位」を指標とする場合、小規模施設は不利となる。同業種で

も施設規模ごとの原単位指標を作るべき。 

・ 活動量の見直しも必要。使い捨て商品の見直し、大型家電、大型車を減らすこ

となど。 

・ 原単位では総量削減につながりにくいのではないか。 

・ 原単位は結果的に排出量の絶対量の削減になるか疑問を感じる。 

・ 議定書の目標達成などにかなり差があるのに、まだ原単位で管理するのが理解

できていない。企業でも家庭でもいたみを伴っても排出量を本気で減らす時が

来ているのではと思う。 

・ オプション４の場合、帳尻を合わせるために、市場性のない製品投入し、原単

位を操作する恐れはないか。 

・ 活動量の増加によるものか、又は、原単位の上昇によるものなのかの判定方法

に問題があるように思う。 

・ オプション４を実施していきたいように感じられたが、自主行動目標や単位が

ばらばらである。「原単位」が指標として妥当なのか疑問である。 

・ 原単位の正当性がよくわからない。第３者の判断というのが判断ができるかど

うか難しいのではないか。又、取引の制度に対応することに事務処理が高い負

荷が大きく新しい設備投資に回らないのではないか。 

・ オプション４については、域内の活動量 UP→電力会社火力発電 UP 比率→原単位

UP という実態があり、原発との問題も関係するのではないか。 

 

2) 制度設計のあり方についての具体的な意見 

（a）制度のわかりやすさ 

・ 複雑なものは運用が長続きしないと懸念されます。 

・ 複雑な制度は現場担当者に混乱を招き、定着しにくくなる可能性がある 

・ 割当方法はシンプルにすべき。複雑な方法は実施につき支障を生じる可能性が

ある。 

・ 基準の決め方が難しい。 

・ 制度はシンプルな方が実効性が高いと考えられる。 

・ 余り複雑でない制度を求める。中小企業等の参画できること。 

・ 制度そのものは良いと思うが、あまり複雑になると企業への新たな負担が大き

くなるように思う。制度導入のためには周知活動が重要である。（省エネ法・温

暖化法の導入でさえ輸送事業者は苦労している。） 

・ わかりやすい制度がいいと思う。効果も理解しやすい。 

・ シンプルな制度を求める。 

 

（b）公平性 
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・ 制度設計、特にキャップのかけ方については時間をかけた十分な検討が必要と

思う。 

・ 原単位の妥当性について検証を的確にしないと公平性が失われかねないのでは。

流通業系の原単位目標の達成は、店舗面積・営業時間の増加のみで数字の辻褄

合わせに過ぎないように見える 

・ キャップがきちんと生きない限り、総排出量の抑制にならないと思います。キ

ャップの掛け方の公平性はどう確保できるか！又、日本の技術（GCP 比に対する

CO2 排出量の少ない）が伸ばせるような制度が重要だと思います。途上国への技

術移管の方法も考慮すべきだと思います。日本の優れた技術を移管し、経済に

反映出来るシステムが重要。 

・ 公平はキャップ(負担)の仕組みが必要。投機目的の取引市場とならないよう留

意すべき。 

・ 理想はオプション２だが小口の排出者への公平な割当は無理ではないか。公平

な制度を！ 

・ 割当が公平に出来るのか？第三者認証のマストなど。 

・ 各企業にとって公平感とインセンティブをもたらす制度として欲しい。 

・ 今までの努力がむくわれるようなシステムの構築が望まれます。電力会社等特

定な業種に負担を求めるような形にならないようにしてほしい。 

・ 過去の努力はどのように評価されるのか？ 

・ 過去に対策をした事業者に無理にならない制度にすべきである。 

・ 過去 10 年前から昼休み消灯、エレベータ停止など、細かい省エネ（経費節約）

をしてきた企業が、省エネ努力しても排出権を購入するような制度にして欲し

くない。製造業の国内回帰で海外から国内に戻している動きをストップさせな

いようにして欲しい。（雇用確保のためにも） 

・ 公平性などの観点からもっと議論を深めてもらいたい。 

・ 公平性の維持が大前提と思う。 

・ できるだけ多くの層をカバーし不公平感のない制度がのぞましいと思う。トッ

プランナー方式は難しいのか。 

・ 業界毎に適切なオプションが考えられると思うが、業界間で差が出ることに違

和感を感じる。例えば車と鉄道のように「CO2 の少ない業界」が優遇されるよう

な制度でなければ国民の意識啓発ができず、国民のライフスタイルを転換する

ことができない。それでは大きな CO2 削減に貢献するような結果を生まないの

ではないか。 

・ なかなか平等にはいかないがじっくり考えて行う必要がある。 

 

（c）制度の対象者 

・ 川下側からの設定が良いと思うが、環境的な形になる為には政府全体の早急な

合意が必要と思う。 

・ 当面はカバー率を優先し、その間、消費者への教育を実施し将来に川下に割当

を施行したらよいと思う。 

・ 最終的にはカバー率を広げるべきでないかと思います。 

・ カバー率は低いが、オプションは現在の省エネ法、温対法の考え方にあってい
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るので、そのカバー率を上げるよう工夫していけば、試行としてはいいのでは

ないか。 

・ いずれにしても企業に対して割り当てるべき。 

・ 排出量の大きい所から取り組む事が最優先となる。 

・ 難しいことだが、中小企業や家庭など小口部分の充実が必要と思う。 

・ 割り当て対象者に小口(中小企業)が入っていないが、原油高におけるコストダ

ウンを狙う中小企業の省エネを進めるには、参加させるべきではないか。 

・ 小口需要家、家庭に何らかの対応を実行させる必要があるのではないか。 

・ カバー率でもわかる通り、抜けが生じることが問題だ。費用がかかる割にはメ

リットがない。海外に企業が流出するだろう。 

・ 家庭にも価格転嫁される必要がある。ただし、（再生可能ｴﾈﾙｷﾞｰ）グリーン電力

へのインセンティブの導入と電力会社の買取の義務化、市民の電力選択性の可

能性が前提として必要。 

・ 電力を最重要視すべき 

・ 電力は他のエネルギーとも競合しており、電力だけにキャップをかぶせるのは

不適切ではないか。電力を減らしてガスを増やしても仕方がない。電力の原単

位向上は短期間では不可、現状は原発の稼働率によって毎年変動している。長

いスパンで見ることが必要。 

・ 電力会社の稼動や（コージェネレーション等）化石燃料の生産・輸入、販売業

者の輸入・販売業者の輸送における CO2 排出の削減、効率化についても評価さ

れるような制度であってほしい。また、制度による付加価値を考えたら、国際

競争力が劣ることにはならないと思う。 

・ 電力は原単位により大きく CO2 排出量が変動する。国民ひとり一人がいくら省

エネしても発電時における化石燃料の増加が一発で国民の努力を不意にしてし

まう。原単位に網をかけ風力、太陽光発電を大幅に増加させるようにして欲し

い。 

・ 電力会社に過度な目標（厳しすぎるキャップ）を設けると、無理に原子力発電

所の稼働率を上げようとするため事故につながりかねないのではないか。原子

力に頼らず、再生可能エネルギーも有効に誘導する方策もあわせて検討しては

どうか。 

・ より確実に排出量が下げられ、国民全体で負担をしていく制度がよいのではな

いか。特定の業種や人が得をしたり損をするのではなく。 

・ 質疑応答でもありましたが、"効率的"＝"大企業"であると私は思います。日本

では今格差社会で苦しい思いをしている方が多いところに、省エネ対策が出来

ない中小企業のことを念頭にしてほしいと思う。又、調査をしている間に 2050

年になってしまうのではないかと感じた。 

・ CO2 を排出した人が削減努力をするのがよい。 

 

3) その他の意見 

・ どのオプションをとるかは、他国動向、時期によって全く異なると思う。 

・ とにかく何か作ってみた方がよい。 

・ これらのオプションやその組合せで取引やキャップされることで納得が得られ
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るとは思えない。 

・ 産業界からは、原単位での自主管理基準を求める声が大きいと思うが、川上、

川下それぞれの直接排出に対して、絶対量でのキャップをはめるべきと考える。 

・ 有償割合により全ての粋を国が管理することが日本として CO2 を削減するため

には最も効果的だと考える。経済成長との兼ね合いがあるので、2050 年レベル

での化石燃料総量とバランスをモデルとして提示できるのではないか。 

・ ①CO2 に値札をつけることが第１。②CO2 排出権購入、支払いにより多くのやり

方が存在すること。取引ＯＫ、CO2 オフセット、CO2 枠など、お金を出す側に CO2

対策の使い道を使うところを選択できること。 

・ 炭素に対する価値をはっきりさせるべきだ。消費者が炭素を排出した場合は、

目に見えて費用を負担させることで人の行動を変えることができる。 

・ ポスト京都議定書を見据える中で国外との互換性のあるものとして欲しい。 

・ 排出量取引制度の導入自体が疑問。 

・ ①キャップを前提とした取引制度は民間の自由な活動を阻害するため好ましく

ない。②CDM のようなベースライン型のクレジットを基本とした取引制度の方が

よいのではないのか。③現行の自主行動計画の枠組みがよいのではないか。 

・ CO2 の排出抑制と削減は異なる。オプションは抑制策、その他として植林や CO2

は削減策と思われる。 

・ 「国内森林 CDM」の仕組み構築について地方（森林県）の住民のひとりとして大

変期待をしている。ポスト「京都議定書」も見据えぜひ前向きに取り組んで欲

しい。また、関西は鉄鋼をはじめとする「モノづくり」が盛んな地域である。

国内排出量取引制度の導入により、国際競争力が問題となるが、それに対して

配慮して欲しい。 

・ 導入すべきでない。自由な経済活動を阻害する制度であり、６％削減を達成す

るための役人の保身制度である。戦中の統制経済である。官僚が「経済｣に口出

しして責任を取らないのだからナンセンスである。国民が不幸になるだけ。 

・ 基本的に国内排出権取引を制度化（強化）することに反対。自主的実施すると

すればオプション４。 

・ 一つのパイをとりあう国内 ET で削減が実現できるとは思わない。対象となるタ

マ出しが別途必要。その利用、取引は二次的問題。 

・ 有償割当の際の CO2 単価を固定しないと企業にとってのリスクが大きいと思わ

れる。企業負担のみではなく、目標達成した企業への税の軽減等のインセンテ

ィブとの組み合わせも重要であると思われる。又、将来国際的取引が始まると

国によって安い CO2 単位を設定できると、海外への産業の流出が心配である。 

・ マスキー法への対応と同じように化石燃料を使用する道具そのものを規制する

方がモニタリングもやり易いのではないか。当然、取引で解決するにはどうす

るかという検討だから対象外でしょうが。 

・ まず現在の排出量を正確に測定し、削減目標を決め、どのように削減するのか

を考えるのが先。ウソの排出量で「やったことにする」のでは全く逆。 

・ 精確な情報公開（化石燃料の実数量）を求める。 

・ 産業の空洞化、製造業の海外移転の危惧 

・ 制度の運用にコストがかかり過ぎないようにして欲しい。 
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・ 結局、国民に対するコスト負担なのか。 

・ これ以上の原料の値上げは活動が困難となる。 

・ 導入に伴う費用、労力、実行性など、難しい面があり、さらに検討が必要。 

・ 価格転嫁は、最も市民が拒否反応を起こすので、しっかりした仕組みを作り、

わかりやすく説明する責任が制度導入に伴う。今後の動きに期待する。 

・ 最終的に全ての消費者への価格転嫁となっており、企業内での政策を検討すべ

きではないだろうか。また企業の取引は同業種にする事で本来の数値や技術向

上につながるのではないだろうか。 

・ 私達の生活に影響があることをもっと国民に知らせるべきだと思う。社会保障

もままならない今現在、もうすでに多くの国民の生活は厳しいものになってい

る。 

・ ファンドの介入を防ぐべきだ。 

・ 日本がこの制度により合法的に利益をマーケット参加し、（特に金融のプロ）に

奪われないようにする注意が必要。 

・ 産業政策の経験も知見もない環境省が単独で検討しても、実態を踏まえた制度

にならないのではないか。制度の歪みや不備こそ金融関係者の商売のネタであ

る。 

・ オプションと問われると、何かマネーゲームのような気がしてならない。 

・ マネーゲームが懸念される。 

・ 例えば９０％までは取引できるなど、取引可能上限が必要。 

・ 消費税のように排出量に税金をかけることがないのは、取引が既に世界で始ま

っており、遅れをとるからでしょうか？ 

・ あわせて炭素税の意味（川上割当は現実には炭素税と同じ）も説明して欲しい。 

・ 制度外の企業・個人に対して税をかける。 

・ 環境に関するオプションの負担は、一定の理解が出来るが、税負担、社会保険

負担が大きいため省庁間の歳出削減を同時に考えてほしい。法人税、所得税、

その他税金・社保に至るまでオプション分程度の負担はしているのではないか。 

・ 電力、鉄鋼を中心とした経済団体への配慮も必要だとは理解するが、目標の本

質を見失わずに政策を実施して欲しい。 

・ みんなが同意できる公平・平等な制度などはありえない。リーダーシップを発

揮してほしい。キャップを厳しいかぶせるほど CO2 単価は上昇し、先行してい

る EU はもうかる。金融で支配しようとしている EU には屈するべきではない。 

・ 規制ではなく、インセンティブを作り出す必要がある。インセンティブ享受は

マーケットからでなく、政府から発行（表彰など金かからない）できないか。

その他、減税インセンティブも作り出せないか。 

・ 全体として広く浅いインセンティブが必要。 

・ 割当の仕方で、省が手をできるだけわずらわさなくできる方法ばかり研究して

いるようで不満が生じるだろう。 

・ 何か普通の誰もが考えそうな制度に思える。税金で考えているプロの制度と思

われない。幼稚すぎる。 

・ 低炭素社会への移行と、経済企業成長の摩擦にならないような制度確立が必要

であると感じる。 
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・ 取引所創設した場合、1 年 24 時間取引されている状況になるのかイメージが湧

かない。 

・ 不正取引がないようにして欲しい。 

・ 擬装が起きず、実行性があがるものにして欲しい。 

・ オプションの良否を問う前に、Ｑ３に示された課題が、それぞれのオプション

で解決できるのかどうか整理して欲しい。 

・ わかりにくかったので不明。 

・ まだまだ情報が少なくわからない。 

・ 中期目標の具体的数値が無い現状で設定される排出枠は理解に苦しむ。 

・ 正しいかどうかもわからない。複雑、難解。 

・ どの制度を導入するにしても国民に分りやすい説明をしてほしい。 

・ 国民各界層の理解、議論を深めるためには、国としてより分りやすい情報提供

が不可欠。 

・ どのオプションも一長一短があり、どの仕組みが一番よいのか、なかなか判断

が難しい。 

・ オプションは誤差が大きすぎるのではないかと思う。 

・ もう少し比較した資料が欲しい。 

・ どのオプションが良いのか選ぶのは難しい。すぐに答えはでない。 

・ 実施してみなければわからない。 

・ こちらの勉強不足かもしれないが、オプションの違いが短時間ではよく理解で

きなかった。申し訳ありません。それぞれどのようなメリット・デメリットが

あるのか分りやすく示して欲しい。 

・ 反対 

 

（４）カーボン・オフセットに関する興味 

カーボン・オフセットに興味がありますかという問に対しては、強い興味がある４

７％、何となく興味がある３７％となり、あわせて８割以上の人が興味があると回答

した（Ｑ５）。 

強い興味がある
47%

何となく興味があ
る
37%

今のところぴんと
来ない
14%

全く興味がない
2%
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（５）オフセットの方法 

以下のオフセットの方法のうち、どれを選択するかを聞いたところ、日常の生活に

伴う排出量に相当する植林事業に投資するという選択肢を多くの人が選択した（Ｑ

６）。 

 

① 途上国における温室効果ガス削減プロジェクト（CDM 等）に投資し、日本政府口座に移転。

→この場合には、日本の国別削減目標に貢献することもできます。（199） 

② 旅行（新幹線、飛行機等）に伴う排出量相当額を旅行代金に追加して支払う。（163） 

③ 音楽やスポーツのイベント開催に伴う排出量相当額をチケット代金に追加して支払う。

（150） 

④ 車の運転に伴う排出量相当額をガソリン代に追加して支払う。（183） 

⑤ 日常の生活に伴う排出量に相当する植林事業に投資する。（305） 
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